
［標準様式例7-2］

変 更 契 約 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額

変 更 金 額 ＋ １,１００,０００円（税込み）

変 更 後 の 契 約 金 額

変 更 理 由

（最終）契約変更の内容

業 務 概 要

（ 変 更 し た 内 容 に
つ い て 記 述 す る ）

株式会社建設技術研究所　東京本社

令和７年５月２３日

東京都中央区日本橋浜町三丁目２１番１号

令和６年５月９日

土木関係建設コンサルタント業務

荒川上流河川事務所管内

Ｒ６荒川上流水理解析検討業務

令和７年６月３０日

７７,８９１,０００円（税込み）

７８,９９１,０００円（税込み）

越辺川唯一の堤防未整備区間である越辺川左岸14.0k付近につい
て、令和7年3月に開催した越辺川・鳩川合流点の改修に関する
検討会において他機関による改修の方向性・スケジュールが具
体的に示されたことから、国においても暫定的な対策を早期に
検討する必要が生じたため、河川整備計画と整合を図りつつ、
早期に実施可能な暫定対策の検討及び暫定対策後の効果・影響
の検証を追加することとした。

・当面の整備内容の検討・・・・・・・・・・増工



［標準様式例7-2］

変 更 契 約 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額

変 更 金 額 ＋ ３６,６９６,０００円（税込み）

変 更 後 の 契 約 金 額

変 更 理 由

（第２回）契約変更の内容

業 務 概 要

（ 変 更 し た 内 容 に
つ い て 記 述 す る ）

株式会社建設技術研究所　東京本社

令和７年２月２７日

東京都中央区日本橋浜町三丁目２１番１号

令和６年５月９日

土木関係建設コンサルタント業務

荒川上流河川事務所管内

Ｒ６荒川上流水理解析検討業務

令和７年５月３０日

４１,１９５,０００円（税込み）

７７,８９１,０００円（税込み）

今回の変更では、河道流下能力の検討として危険水位の検討に
資するため、荒川本川及び入間川等支川のH-Q式作成を追加す
る。荒川水系における新たな治水計画の検討として、環境省が
実施した「令和元年東日本台風の疑似温暖化実験」の結果を用
い、岩淵地点における流量の変化についての整理を追加する。
河道外の洪水調節施設による影響の確認を行うことを変更にて
追加するものである。

・河道流下能力の検討・・・・・・・・・・・増工
・荒川水系における新たな治水計画の検討・・増工
・当面の整備内容の検討・・・・・・・・・・増工



［標準様式例7-2］

変 更 契 約 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額

変 更 金 額 ＋ １,２７６,０００円（税込み）

変 更 後 の 契 約 金 額

変 更 理 由

令和６年５月９日

土木関係建設コンサルタント業務

荒川上流河川事務所管内

Ｒ６荒川上流水理解析検討業務

令和７年２月２８日

３９,９１９,０００円（税込み）

４１,１９５,０００円（税込み）

今回の変更では、整備段階や確率規模に応じた浸水解析資料を
用い、中長期における水害リスクマップおよび多段階の浸水想
定図の作成を追加するものである。流域治水を推進するため、
水災害リスクに関する各種情報を適切に評価し、新たな治水計
画の検討や具体的な対策に反映していくことが必要である。本
業務は追加検討内容と関連性が高く、本業務と一体不可分と考
えられるため、設計変更にて対処するものである。

リスクマップ等の作成　一式（追加）

（第１回）契約変更の内容

業 務 概 要

（ 変 更 し た 内 容 に
つ い て 記 述 す る ）

株式会社建設技術研究所

令和６年１２月１８日

東京都中央区日本橋浜町三丁目２１番１号


